
１．財政・人材の制約の中で、平常時・非常時共に最適な下水道機能・サービスを持続的に提供していく取組方策

２．都市部における住民の生命・財産や経済活動を守るための浸水対策のあり方と取組方策

３．水・資源・エネルギーの観点から、環境にやさしい地域・社会づくりに向けた推進方策

４．我が国産業の国内外における事業展開を推進していくための方策

審議事項 「新しい時代の下水道政策はいかにあるべきか」

新しい時代の下水道政策のあり方について 【答申】 概要

人口減少の進行

地震・津波・局地的集中豪雨等、災害の激甚化

地方公共団体の厳しい財政状況・執行体制

成長戦略への転換

インフラメンテナンスの推進

国際的な水インフラ需要の増大 等

◆下水管渠に関する維持・修繕基準の設定
◆新規整備中心の計画から維持管理等も含めた計画への拡充
◆施設・経営情報等に係る下水道全国データベースの構築
◆複数の地方公共団体における広域化・共同化を促進するための協議会設置
◆地方公共団体の執行体制を強化するため、多種多様な補完制度の確立
◆日本下水道事業団による地方公共団体への支援機能の充実
◆災害時の緊急的な維持修繕を行うための災害支援協定の締結

社会資本整備審議会

１．平常時・非常時における最適な下水道機能・サービスの持続的提供

事業環境の大きな変化

○新規整備に加え、予防保全を軸とした維持管理・改築等までを一体的に管理
○大規模災害時においても、ライフラインとしての最低限の機能やサービスを継
続するため、ハード、ソフト対策を組み合わせたクライシスマネジメントを促進

（施策の考え方）

（具体施策）

◆民間による雨水貯留浸透施設の設置、下水道管理者による民間雨水貯留
施設の管理の促進
◆内水浸水想定の作成や管渠内水位情報を水防管理者等に周知する制度の導入
◆雨水排除に特化した公共下水道の実施
◆管渠内水位の観測データ等、浸水に係る情報基盤の整備を推進（施策の考え方）

○局地的集中豪雨の頻発化等に対する適応策として、地域の状況に対応した下
水道施設の整備を進めるとともに、民間企業、住民等が一体となったハード、ソ
フト対策により、浸水被害を最小化するための効果的・効率的な対策を促進

（施策の考え方）

（具体施策）

◆従来の水質環境基準の達成に加え、地域の要望に応じた目標設定等、
流域別下水道整備総合計画の拡充
◆下水汚泥の処理にあたって、減量化のみならず、エネルギー利用等の再生
利用に関する下水道管理者の責務の明文化
◆下水熱利用促進のため、民間事業者による下水管渠内への熱交換器の設置
に関する規制緩和
◆雨水・再生水の計画的な活用を推進

３．環境にやさしい地域・社会づくり

○豊かな水環境を実現するために、下水処理場において能動的かつ効率的な
水質・エネルギー管理を図るとともに、下水道施設を水・資源・エネルギーの
集約・供給拠点とするため、下水汚泥・熱等の利用を促進

（施策の考え方）

（具体施策）

◆整備、維持管理等を含めた計画の作成、公表による下水道事業の
「見える化」の促進
◆先進的な地方公共団体の支援等によるPPP/PFIの推進
◆新技術の開発・普及に向けた、中期的な下水道技術ビジョンの策定等
◆本邦優位技術の国際標準化等による水ビジネス国際展開の促進

４．民間企業の国内外における事業展開

○下水道産業の発展のため、民間企業の事業展開に係わる環境整備を図り
つつ、PPP/PFIを促進するとともに、世界の水問題解決への貢献や水ビジネス
の国際展開を促進

（施策の考え方）

（具体施策）

２．都市部における浸水被害の軽減

主な施策の概要（国として早急に実施すべきものを含めて概ね５年間以内を目途に講ずべき施策）


